
























 刑法典の第 40 章以下において規定される「毀棄及び隠匿の罪」のうち、文書毀棄罪（258













































































































































































































べきではなく、所有者にとって a)本質的効用や b)交換価値よりも c)その他の効用が優越す
ることを一般人が所有者の立場に立っても是認しうる場合には「侵害」性を肯定すべきで
ある。  























































よう。したがって、たとえば「イカタコウイルス事件」判例（東京高判平成 24 年 3 月 26
日東高刑時報 63 巻 1～12 号 42 頁）の場合は、少なくとも全部又は大部分のファイルが使
用不能になったと認定されており、これらのファイルの中に、たとえば Word や Excel、
メール機能などのように持続的・永続的に記録される性質のファイルが含まれていれば、
それらのファイルは一般人の観点や取引通念に照らせばハードディスクとの外形上の一体
性が認められるし、また当該ファイルを持続的に保存し、随時書き出すというハードディ
スクの本質的効用にも資するものといえる余地がある。もっとも、一般的な利用者にとっ
てハードディスク自体はそれ単体で使用するのではなく、パソコンに「結合」した状態で
使用するものであり、かつ、パソコンという本体の「情報を記録・保存する」という本質
的効用に資するものである、との説明も可能であり、そのような理解によれば、むしろハ
ードディスクは「パソコン」という本体の一部分であり、ハードディスクの機能の阻害は、
「パソコンを損壊した」と評価可能であるように思われる。そして、ハードディスクに保
存されたファイルは、パソコンの一部分としてのハードディスクに保存されている以上、
Word や Excel、メール機能などのようにハードディスクに持続的に記録されるファイルで
あれば、一般人の観点や取引通念に照らしてパソコンと一体のものである認識可能である
し、また、パソコンの「情報の記録・保存・受信・発信」といった本質的効用に資すると
もいえる。よって、これらのファイルはパソコンという客体の一部であるとしてみること
が可能であり、（パソコンの一部である）ハードディスクにおいて、ウイルスファイルを原
因とするファイルの消去・改変の際の磁性の変化という物理的変化によって、「パソコン」
の効用が客観的に害されたとして、「パソコン」に対する器物損壊罪を認めた方がより適切
であったように思われる。  
  
